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１．まえがき  

 鋼材について、Elasto-Magnetic（ＥＭ）現象を利用し、応力と透磁率および温度との関係付

けを行えば、被測定体はもちろんのこと、保護用被覆さえも傷つけることなく、ケーブル、鋼

棒、鋼より線などの実応力を測定することができる。最近、パルス型ＥＭ現象を利用して、複

雑な鋼材のヒステリシス曲線全体を用いずに、微分的な磁界強さと磁束密度から透磁率を測定

し、瞬時に鋼材の応力を算定することができる応力測定方法が開発されている１,2）。その方法

をケーブル応力のモニタリングシステムに使うこと

を目的に実験を行った。本報告では、その応力測定

方法について述べ、φ7mm 鋼線の応力、透磁率、磁

界強さ、温度の関係付けを行い、それをもとに、37

φ7mm ケーブルの引張力を推定し、実験値と比較

した。 

２．計測システム  

 ＥＭセンサは、１次および２次コイルと温度セ

ンサを含んだ円筒型コイルであり、被測定体に接

着しないので、任意位置にセットできる（図１）。 

図２は、被測定体のヒステリシス曲線である。磁

界強さが強くなると磁束密度が大きくなり、飽和

状態になる。その後、磁界強さを弱めるとａから

ｂへの経路をたどる。ピーク時に飽和状態になる

ようなパルス型電圧を１次コイルへ印加した場合

の電流あるいは電圧と時間との関係は図に示すよ

うになる。透磁率μは、一般にμ=B/H とされて

いるが、本研究においては、ａ～ｂ間で、tH から

tL までの微小時間におけるヒステリシス曲線上の

磁界強さ変化量ΔH に対する磁束密度変化量Δ B
の比である微分透磁率μ inc =Δ B/ΔH をμとして

用いる。12VDC/100VAC 電源からの電気をコンデ

ンサーに蓄えて、200～300V のパルス電圧を１次

コイルに印加して、２次コイルに誘導された電流

の電圧から透磁率 (比透磁率 )を測定し、測定温度

と併せて応力を算定する。図３は各応力のもとで

測定した透磁率と磁界強さとの関係である。ある

磁界強さにおける透磁率の測定により応力を計測

できることがわかる。微分透磁率の性格から、グ

ラフが直線に近くて応力の影響に敏感な磁界強さ

領域で透磁率を測定することが必要である。  図 ３  各 応 力 で の 透 磁 率 μ と 磁 界 強 さ H の 関 係  
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図 １  Ｅ Ｍ セ ン サ   
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３．キャリブレーション   

 キャリブレーションとは、まだ力を受けたことのな

い生地の鋼材に対して、透磁率を応力および温度の関

数で表式化することである。温度Ｔ、応力σにおける

鋼材の透磁率を次の式で近似する。 

μ(σ,T)= μ(0,0)+m1σ+m2σ
2+αT           (1) 

m1、m2：温度が一定状態にある場合の実験定数 

α：応力が一定状態にある場合の実験定数 

μ(σ,T)= μ(0,T)+m1σ+m2σ
2               (2) 

μ(0 ,T)= μ(0,0)+ αT                    (3) 

式(2)におけるμ(0,T)、m1、m2 は一定温度 T における

鋼材の引張試験結果により決定する。式(3)におけるμ

(0,0)、αは、無応力状態において、鋼材の温度に伴う

透磁率の測定結果により決定する。 

 各種鋼材のキャリブレーションを予め行っておけば、

構造物部材の実応力は、部材の透磁率と温度を測定す

ることにより、式(1)を用いて算定することができる。 

 図４は、25±1.5℃で行ったφ７ mm 鋼線の引張試験

における透磁率と応力の関係である。実験式の相関係

数が 0.9996 であることから、精度の高いキャリブレ

ーション結果が得られた。  
 図５は、恒温槽の中にφ７mm 鋼線を入れて、無応

力状態で温度を -20～40℃の範囲で変化させて、それ

に伴う鋼材の透磁率を測定した透磁率と温度の関係で

ある。透磁率と温度との相関係数は 0.9986 であり、

温度に対するキャリブレーヨンも高い精度が得られた。 
４．ケーブルの引張試験  
 供試体は、φ７mm 鋼線を３７本束ねたケーブルで

ある。ケーブルの表面はポリエチレンで被覆されてい

る。鋼線の一本一本が等しく力を受け持つように、両

端の鋼線をばらして図６のように直方体コンクリート

ブロックに定着した。荷重は、ケーブルに対して対称

に配置した２つのジャッキにより加えた。図７に示す

ように、EM センサーによる引張力推定値はロードセ

ル読取り荷重とよく対応している。  
５．まとめ  

 鋼材の応力計測のもとになるキャリブレーションを

精度よく実行することができた。そのキャリブレーシ

ョン結果を使って推定したケーブルの引張力はロード

セルによる実験結果とよく対応した。従来の方法にな

い利便性を持つ本方法は、計測の信頼性からも構造物

のモニタリングに適していることが判明した。 
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図 ７  ロ ー ド セ ル 読 取 り 荷 重 と E M セ ン サ に  

      よ る 引 張 力 推 定 値 と の 関 係  
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  図 5  φ ７ m m 鋼 線 の 透 磁 率 と 温 度 の 関 係  
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 図 ４  φ ７ m m 鋼 線 の 透 磁 率 と 応 力 の 関 係  
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